
○提出書類一覧 (令和７年10月)

写し
可否

（ア）
競争入札参加資格登録申請書
[第１号様式]

－

（イ）
誓約書
[第２号様式]

－

（ウ） 定款 写し

（エ） 登記簿謄本（登記事項証明書） 原本

（オ）
営業概要書
[第３号様式]

－

（カ）
所在地見取図
[第４号様式]

－

（キ） 財務諸表（決算報告書） －

（ク） 納税証明書（県税及び国税） 原本

（ケ） 資産証明書 原本

（コ） 主要取引金融機関の取引証明書 原本

（サ）
社会保険、労働災害補償保険、賠償
責任保険の証明書または保険証

写し

（シ）
使用印鑑届
[第７号様式]

－

（ス） 印鑑証明書 原本 ３ヶ月以内に発行されたもの

（セ）
契約実績
[第５号様式]

－

（ソ）
営業上の許可、認可、登録、届出等一
覧表
[第６号様式]

－

（タ）
（添付）営業上の許可、認可、登録、届
出等を証明する書類等

写し

　※申請書等の様式は、沖縄県病院事業局ホームページからダウンロードしてご利用ください。

直近２ヵ年の契約実績　（申請業種に関するもの）

提出書類

設備器具機械等の記載について欄が不足する場合は、別
紙に記載し添付すること。

給食業務、寝具類洗濯業務を申請する場合は、医療法施
行規則第９条の10又は14に規定する基準に適合する者で
あることを示すこと。
（（一財）医療関連サービス振興会が認定する医療関連
サービスマーク認定証の添付で可。）

備考

法務局が交付する「履歴事項全部証明書」
（枚数が著しく多くなる場合は、現在事項全部証明書でも可
とすることがあるので問い合わせること。）
３ヶ月以内に交付されたもの

未納の税額がないことを証明するもの

[県税]・・・県税事務所が発行する納税証明書（県税全税
目。又は、法人県民税及び法人事業税又は個人事業税等
を税目指定でも可）

[国税]・・・税務署が発行する納税証明書「その3」（税目を指
定した「その3の2」（申告所得税及復興特別所得税と消費税
及地方消費税）や「その3の3」（法人税と消費税及地方消費
税）の証明も可。）

資産を有していない場合は無資産証明書

直近２期の賃借対照表、損益計算書等

残高証明書でも可


